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1.経営戦略策定の趣旨 
本町の水道事業は1960年に創設し、1962年から給水を開始して以来、町民の皆さまに良
質な水を安定的にお届けするために、5期にわたる拡張事業を行って今日に至っています。 
この間、日本の高度経済成長とともに発展してきた本町も、2005年の国勢調査をピークに人
口は減少傾向に転じ、水道事業においては、料金収入の減少、創設期に建設した施設の老朽
化に伴う更新需要の増加見通しにより、その経営環境は厳しさを増しつつあります。 
公営企業である水道事業は、独立採算性を基本原則としながらも、水道が、健康で快適な生
活や産業活動を支えるライフラインであることを念頭におき、この厳しい経営環境においても、「安
全で安心できる良質な水の安定供給」を継続するという役割を果たしていくことが必要です。 
水道事業全般が「拡張の時代」から「維持更新の時代」に転換したなか、本町水道事業は、新
たな発想による事業経営が必要であるとの考えのもと水道ビジョンの策定や中長期財政計画の策
定を行い計画的に経営を行ってまいりました。今後も、将来の人口減少の見通しや施設の更新
投資増大を見据え、引き続き計画的な経営を行っていく必要があります。 
そこで、既存の水道ビジョンに掲げる実現方策等を考慮し、計画期間を2019年度から2028年度
までの10年間とする本町水道事業の経営の基本計画となる「経営戦略」を策定しました。 
経営戦略は、経営状況等の現状や将来の見通しを踏まえた上で、施設や設備に関する投資と
その財源見通しを試算した後、投資以外の経費も含め収入と支出を均衡させた投資・財政計画
を策定し、計画的に経営に取り組むことで、将来にわたって安定的に事業を継続していくことを目
的とした中長期的な経営の基本計画です。 
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2.事業概要 
本町水道事業の概要及び沿革は、次表に示すとおりです。 
高度経済成長のなか、1960年に水道事業認可を得て、1962年に県営大谷浄水場より給

水を開始しました。その後5回の拡張事業を経て現在に至っています。 

美浜町水道事業の概要 
 項目 実績（2017年度末） 
行政区域内人口 22,227   人 
給水人口 22,183   人 
普及率 99.8   % 
有収水量 2,728,604   

一日平均給水量 7,952   /日 
一人一日平均給水量 358   /人/日 
一日最大給水量 8,911   /日 

一人一日最大給水量 402   /人/日 

美浜町水道事業の沿革 

区分 創設 
第１期 
拡張事業 

第 2 期 
拡張事業 

第 3 期 
拡張事業 

第 4 期 
拡張事業 

第 5 期 
拡張事業 

許可年月日 
1960 年 
11 月 9 日 

1962 年 
6 月 1 日 

1964 年 
3 月 9 日 

1964 年 
10 月 15 日 

1968 年 
3 月 30 日 

1975 年 
2 月 6 日 

起工年月 
1960 年 
11 月 

1962 年 
6 月 

1964 年 
3 月 

1964 年 
10 月 

1968 年 
4 月 

1975 年 
3 月 

完了年月 
1962 年 
3 月 

1963 年 
3 月 

1964 年 
3 月 

1965 年 
3 月 

1971 年 
5 月 

1979 年 
3 月 

計画給水人口
（人） 

8,200 8,800 8,700 10,400 21,200 26,800 

一日最大 
給水量 
（ /日） 

1,230 1,320 1,593 1,899 7,187 15,000 

一人一日最大
給水量（ /人

/日） 
150 150 200 180 339 560 
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（1）事業 現況（2017年度末） 
i. 施設 

本町 水道 長良川 原水  愛知県 愛知用水水道事業    知多浄水場 
全量浄水 受水 事業 行     本町  浄水施設 無 配水施
設及 加圧施設   構成      主要施設   河和配水池 上野間配水池 
県水 受水 河和配水池 上野間配水区以外 町内全域 上野間配水池 上野
間地区 奥田御茶銭地区並  美浜緑苑地区 配水 行   

2003年度 河和配水池 上野間配水池    耐震診断     両配水
池  耐震性 確保     結果  

美浜町水道事業 給水区域図 
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施設一覧 
施設名 竣工年月 池容量 その他設備 

河和配水池 
1976 年 8月 6,000  

電磁流量計、水位計、残留塩素計 
ＰＨ計、計装盤、テレメータ設備 
緊急遮断弁、地震計、自家発電設備 
次亜注入設備 

2007 年 3月 2,000  

上野間配水池 1986 年 2月 800  

電磁流量計、水位計、残留塩素計 
ＰＨ計、計装盤、テレメータ設備 
緊急遮断弁、地震計、自家発電設備 
次亜注入設備 

布土権太ポンプ場 1983 年 3月 6  送水ポンプ、圧力タンク、制御盤 

布土赤目平井ポンプ場 1993 年 7月 6  送水ポンプ、圧力タンク、制御盤 

古布ポンプ場 1999 年 1月 - 給水ユニット（圧力ポンプ） 

小野浦ポンプ場 1971 年 5月 - 送水ポンプ（ブースター）、ポンプ盤 

ii. 管路 
① 管路 布設状況
本町水道事業は町内全域に水道を供給しており、総管路（配水管）延長は198,772ｍ

であり、口径別には約5割が75mm以下で最も多く、次いで100mmが多くなっており、300mm
以上は約1割となっています。 

                                             （2017年度末）    

75mm以下
101,326m
50.98%

100mm
44,661m
22.47%

150mm
17,197m
8.65%

200 250mm
17,324m
8.72%

300mm以上
18,264m
9.19%

口径別 配水管延長（割合）

75mm以下 100mm 150mm 200 250mm 300mm以上
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管種別の布設状況 20 年経過管路延長及 法定耐用年数   40 年 経過管路延長 下
図 通   2017度末    20 年経過管路割合 56.5% 40 年経過管路割合 
24.7%       

（2017年度末） 

② 管路の耐震化率 推移 
耐震化率     毎期上昇傾向      依然   低 状況     
今後 基幹配水管（口径 200mm以上） 耐震管  布設替  進    

他 老朽管     更新 合   効果     図    耐震管  
布設替 進  必要    考   

2.2%
2.6%

3.6% 3.8%

4.6%
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5,000
10,000
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耐震化率 推移

基幹配水管延長（ｍ） 耐震管延長（ｍ） 耐震化率（％）
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iii. 料金 
① 現行の料金体系（税抜） 
準備料金（町の水道を使用することでかかる料金、2か月） 
口径 13ｍｍ 20ｍｍ 25ｍｍ 30mm 
料金(円) 980 2,640 3,800 6,640 
口径 40mm 50mm 75mm 100mm 
料金(円) 13,900 24,200 64,800 132,200 

水量料金（水道の使用水量に応じてかかる料金、2か月） 
区分(ｍ３) 12 13 40 41 80 81 120 121 
料金(円) 50 116 148 190 215 

② 直近での料金改定時期 
改定年月：1982年6月 
改定理由：県水受水費単価改定に伴うもの 

③ 料金体系 考 方
本町の水道料金は、準備料金（水道メーターの口径別に設定された料金）及び水量料

金（使用水量に応じた料金）の二部料金制となっています。 
次に一般家庭の2ヶ月あたりの平均的使用量である40 使用時の水道料金の近隣自治

体との比較を示します。口径20ｍｍの料金設定は近隣自治体よりも高い料金設定となってい
ますが、口径13ｍｍは近隣と同水準程度の料金設定となっています。 

近隣自治体との水道料金比較 
（口径13mm及び20mm、2か月の水道使用量40 の場合） 
（出典：各自治体等ホームページ、2018年2月時点）

4,824
3,520 4,280

4,185

5,194

4,019
4,500 4,600

5,370
5,100

6,481

3,920

5,300

4,592
5,194

4,319
4,500 4,800

5,446
5,100

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

美浜町 半田市 常滑市 東海市 大府市 知多市 東浦町 武豊町 南知多町 阿久比町

13mm 20mm（円、税抜）

※ 南知多町及 阿久比町  用途別料金設定
家事用 ※
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なお、本町の口径別給水収益の比率は次のグラフのとおりです 本町  口径 13mm  
使用率 58.3% 高     料金体系     本町 特徴 沿  設定 行   
口径 13ｍｍ 水道料金設定 近隣自治体 同水準 保     

                      （2017 年度末）

④ 現在 料金体系    
現在 本町 料金体系 準備料金 水量料金 2段階制 料金 設定    準備
料金 各水栓 使用水量 影響    固定的 収入源     次     本町 
給水収益 準備料金 水量料金 比率 示      水量料金 将来 人口減少
伴 水道使用量 減少 影響 大  受    比率 83.3% 大半 占  収
入構造       

給水収益（水量料金 準備料金）構成比（2017年度） 
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iv. 組織 
本町では、産業建設部の中に水道課を設置し、課員7名で水道事業に関する業務を行
っています。 

課長以下 
７人 

●業務の統合調整に関すること 
●予算及び決算に関すること 
●契約に関すること 
●資産 管理 関    
（    貯蔵品 管理 除 ）
●広報宣伝に関すること 
●文書及 公印 管理 関    
●業務統計に関すること 
●水道料金 徴収 関  こと 
   （検針業務のみ民間業者へ委託） 

係長以下３人 

係長以下３人

●水道用水の供給に関すること 
●水質の検査並びに水道施設の維持及
び管理 関    
●水道施設 設計及 工事施行 関  
こと 
●給水装置に関すること 
●貯蔵品 管理 関    
●指定給水装置工事事業者の指導監督
に関すること 
●水道事業の将来計画及び基本調査に
関すること 
●給水記録 整理及 報告に関すること 
●その他配水及び給水業務に関すること 

町
長

産
業
建
設
部

水
道
課

業務係

工務係
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（2）これまでの主な経営健全化の取組 
2012 年度に策定しました水道ビジョンにおいて認識された課題とこれまでの施策及び取組実績
は次のとおりです。 

基本方針① 安定した水の供給 
課題 施策 取組実績 
老朽施設の更新 ・老朽化の著しい布土ポンプ

場を更新する。 
・機器設備の劣化状況や耐
用年数を考慮した計画的な
更新を進める。 

・布土権太ポンプ場は建屋、圧力
タンク以外の設備更新を行った。
未更新の設備も老朽度合を見な
がら更新していく。建屋は耐震補
強を検討する。 
   他 施設 計量計装設備更
新計画 基   機器設備 更
新、修繕を実施していく。

配水区域の再編 ・安定的な水の供給が行える
よう配水区域の再編を検討す
る。 

・配水区域の再編については、今
後も水の安定供給が図られていくと
考え、現在の配水区域を維持して
いく。

基本方針② 災害対策の充実 
課題 施策 取組実績 
施設の耐震化 ・災害時にも被害を最小限に

抑え、早期回復が図れるよう、
耐震化計画を策定し、それに
基づき施設の耐震化を進め
る。 
・非常時用に水源の確保を検
討する。 

・2013 年度より美浜町重要給水
施設配水管耐震化計画に基づ
き、配水管の耐震化を進めてい
る。 
・地域の防災訓練の中で各家庭に
   非常時用 飲料水 備蓄
や生活用水の確保をお願いしてい
る。 

各種マニュアルの作成 ・非常時に対応できるよう各
種マニュアル（事前・事後対
策）を整理し、定期的に訓練
を実施することで、危機管理
体制の構築を行う。 

 地震防災応急対策要綱 更
新、応援要請・応援受入マニュア
ルを策定しており、今後は、その他
必要なマニュアルを策定していく。
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基本方針③ 健全経営の持続 
課題 施策 取組実績 
経営の充実 ・将来事業を踏まえた財政計

画を策定し、適正な料金設
定を行う。 
・民間委託等による経費削減
や資金の有効活用を進めるた
めの検討を行う。 
・各種マニュアルの整備を行
い、技術の継承や職員の意識
向上を図っていく。 

・中長期財政計画等を基礎とした
経営戦略策定を進めている。 
・常に経費削減を念頭においた業
務を行い、企業債の発行を抑制し
ている。 
 人事異動 備  引継     
の作成、工務職員の外部機関研
修  積極的参加 行    。

サービスの向上 ・民間委託を含め、水道料金
の最適な収納方法を検討す
る。 

・コンビニ収納については費用対効
果が低いことから未実施であった
  今後 料金     更新時
期に合わせることで、コンビニ収納
及びクレジットカード決済の導入に
ついても検討している。

基本方針④ 環境への配慮 
課題 施策 取組実績 
エネルギーの有効利用 ・老朽管の計画的な更新によ

り、高水準の有効率を維持す
る。 
・ポンプ設備等において省エネ
型設備の導入を行う。 

・老朽管の更新が進んでいないた
め、有効率が下がってきた場合に
は、漏水調査を行い、修繕して高
水準の有効率を維持している。 
 省  型 導入 考慮     
   設備等 更新 行    。

建設廃材・残土の発生抑制
と再利用 

・建設残土の抑制や再利用を
継続的に推進していく。 
・リース管の使用等による建設
廃材の抑制、再利用を推進し
ていく。 

・浅層埋設を行い、掘削土を埋戻
し材として再利用して、建設発生
土を抑制している。 
 仮設配管材 極力 再利用又
はリース管を使用している。
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（3）経営比較分析表を活用した現状分析 
総務省より公表されている経営比較分析表より、本町水道事業の経営状況について、①経営

の健全性・効率性、②施設の老朽化という観点から下記のように現状分析を行いました。表内の類
似団体平均値は、給水形態が末端給水事業であり、現在給水人口規模が 1.5 万人以上 3万
人未満の団体平均を示しています。 

経常収支比率、流動比率及び料金回収率は望ましい水準以上を、企業債残高対給水収益
比率は類似団体平均に比べて低い水準を維持しており、現在は健全な経営状態にあります。 
有形固定資産減価償却率及び管路経年化率は類似団体平均値を上回っています。特に法定
耐用年数を経過した管路の増加が年々進んでおり、管路更新率は類似団体平均値を下回って
いる状況です。なお、本町では愛知県の地震対策アクションプランに準じ、配水池付近、災害拠
点病院及び重要給水施設への配水管を重点的に耐震化する方針で、2013年度より河和配
水池付近の管路耐震化事業を優先して実施していますが、管路延長が短いために全体の更新
率の影響が小さく、直近の管路更新率は低い値となっています。 

① 経営の健全性・効率性 

経常収支比率  

美浜町実績 

（ ）は類似団体平均 

2014 年度 2015 年度 2016 年度 

109.4 

（110.0）% 

111.1 

（111.2）% 

113.7 

（111.7）% 

指標の説明 
給水収益   経常的 収入 経常的 費用   程度賄      表 指
標 高 方 良  

算定式 経常収益
経常費用×100 

現状分析 
経常収支比率  3 期連続で 100%を超えており、現状では経常的な収入で
経常的な費用を賄えている状況である。 
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流動比率 

美浜町実績 

（ ）は類似団体平均 

2014 年度 2015 年度 2016 年度 

1,272.3

（381.5）% 

697.1

（391.5）% 

1,429.4 

（384.3）% 

指標の説明 
短期的 債務  支払能力 表 指標 流動資産（1年以内 現金化    
    資産） 流動負債（1年以内 支払   債務） 比率 100％以上
であることが必要であり、高 方 良い。 

算定式 流動資産
流動負債×100 

現状分析 
2015 年度 流動負債（未払金）計上額 多いことから、2014 年度及 
2016 度 比  大  減少       、3 期連続して 100%以上を維持し
ており、短期債務 支払能力 関 認識  課題   。 

企業債残高対給水収益比率 

美浜町実績 

（ ）は類似団体平均 

2014 年度 2015 年度 2016 年度 

27.6 

（393.3）% 

23.2 

（387.0）% 

18.1 

（380.6）% 

指標の説明 
企業債残高 規模 表 指標 水道料金   収入（給水収益） 対  企
業債残高 割合 低 方 良  

算定式 企業債現在高合計
給水収益 ×100 

現状分析 
企業債発行 抑制      企業債残高 低 抑       企業債残高
対給水収益比率  3 期連続して類似団体平均に比べ非常に低い水準を維持
している。 
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料金回収率 

美浜町実績 

（ ）は類似団体平均 

2014 年度 2015 年度 2016 年度 

110.4 

（100.5）% 

111.8 

（101.7）% 

114.7 

（102.4）% 

指標の説明 
1  当たりの給水に係る費用（給水原価）を 1  当たりの給水収益（供給単
価）   程度賄      表 指標 100％未満の場合、給水に係る費用
が給水収益以外の収入で賄われていることを意味する。 

算定式 供給単価
給水原価×100 

現状分析 
料金回収率  3 期連続して 100%以上を維持しており、現状では給水収益
で費用を賄えている。 

施設利用率 

美浜町実績 

（ ）は類似団体平均 

2014 年度 2015 年度 2016 年度 

55.0 

（55.1）% 

53.3 

（54.8）% 

54.6 

（54.9）% 

指標の説明 
施設 利用状況 適正 規模 判断  指標 施設 1 日 配水能力 対
する 1 日平均配水量 割合 高 方 良  

算定式 一日平均配水量
一日配水能力 ×100 

現状分析 

施設利用率  類似団体平均と同程度       高 値  言    今
後  給水人口 減少 見据  検討 行 必要    
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有収率 

美浜町実績 

（ ）は類似団体平均 

2014 年度 2015 年度 2016 年度 

92.4 

（83.0）% 

94.1 

（82.9）% 

92.6 

(82.7）% 

指標の説明 
施設 効率性 表 指標 施設 供給  水量（総配水量）   料金収入 
  対象    水量（有収水量） 割合 高 方 良  

算定式 年間総有収水量
年間総配水量 ×100 

現状分析 
有収率  3 期連続して類似団体平均を上回っている。今後 管路更新等 適切
 進  有収率 維持 努  ことが必要である。 

② 施設の老朽化

有形固定資産減価償却率（減価償却累計率） 

美浜町実績 

（ ）は類似団体平均 

2014 年度 2015 年度 2016 年度 

50.4 

（46.7）% 

51.7 

（47.5）% 

52.7 

（48.5）% 

指標の説明 
有形固定資産（施設 設備） 減価償却   程度進      表 指標 
100％ 近   保有資産 耐用年数 近        示  管路経年化率
 管路更新率 併せて活用することが望ましい。 

算定式 有形固定資産減価償却累計額
有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価×100 

現状分析 

有形固定資産減価償却率  類似団体平均 上回 値 推移     年々上
昇         施設 老朽化 今後対応    必要    
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管路経年化率 

美浜町実績 

（ ）は類似団体平均 

2014 年度 2015 年度 2016 年度 

15.3 

（9.9）% 

15.8 

（9.7）% 

19.9 

（12.8）% 

指標の説明 
法定耐用年数 超  管路延長 割合 表 指標 高   老朽化 進   
ると考えられる。 

算定式 法定耐用年数 経過  管路延長
管路延長 ×100 

現状分析 
管路経年化率  3 期連続で類似団体平均を大きく上回っている。今後は管路更
新計画を策定し、計画的に進める必要がある。 

管路更新率 

美浜町実績 

（ ）は類似団体平均 

2014 年度 2015 年度 2016 年度 

0.15 

（0.66）% 

0.36 

（0.99）% 

0.33 

（0.71）% 

指標の説明 
当該年度 更新（入替 ） 行  管路延長 割合 表 指標 管路 更新ペ
ースや状況 把握    高 方 良  

算定式 当該年度 更新  管路延長
管路総延長 ×100 

現状分析 
管路更新率      2016 年度実績 踏    約 300 年程度   更新
 行          管路 法定耐用年数   40 年 大  超      
  更新 継続    状況    今後 管路更新 伴 投資 増加  更新 
進める必要がある。 
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3.将来 事業環境 
（1）給水人口 予測 

本町水道事業  2016年3月 中長期財政計画 策定    本経営戦略   
中長期財政計画    予測  行政区域内人口 2015年度及 2016年度 実

績 応  調整  上 使用 給水普及率（99.8%） 乗       給水人口 予
測     
本町  2005年度  人口 減少 続    将来     減少傾向 続 行政
区域内人口 2028年度  2017年度 実績値22,227人  9.3%減少 20,158
人      予測     

行政区域内人口 予測 
（年度） 2015 2016 2017

中長期財政計画上 予測値（人） 22,800 22,600 22,500
実績値（人） 22,635 22,442 22,227
計画 実績 乖離（人） -165 -158 -273

乖離率 -0.7% -0.7% -1.2%

（年度） 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
中長期財政計画上 予測値（人） 22,300 22,100 21,900 21,800 21,600 21,400 21,200 21,000 20,700 20,500 20,300
修正予測値（人） 22,144 21,945 21,747 21,647 21,449 21,250 21,052 20,853 20,555 20,357 20,158

⇒（中長期財政計画上 予測値   2015 2016年度 乖離率 -0.7% 調整）
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（2）水需要（有収水量）の予測 
有収水量は、給水人口に町民 1人当たりの平均給水量の予測値（中長期財政計画上の計
画値）及び有収率の予測値（中長期財政計画上の計画値）を乗じた水量を採用しました。給
水人口に比例して、有収水量も減少傾向が続くものと予測しています。なお、1 人当たりの平
均給水量の予測値及び有収率の予測値については、実績値とかい離はあるものの、行政区
域内人口のような一定の傾向は把握できないことから、中長期財政計画上の計画値を採用
しています。

（3）料金収入（給水収益）の見通し 
料金収入（給水収益）は、有収水量の増減に比例すると仮定し、有収水量×供給単価
にて推計しています。供給単価は、過去3年間（2015年度から2017年度）の平均値であ
る157.56円/ を採用しました。下記のグラフの予測値は、料金改定はないものとして算定し
た金額です。 
給水収益は、給水人口及び有収水量の減少傾向と同様に減少傾向が続きます。 

2,660
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2,572
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2,516
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2,459
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2,403
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2,300

2,350
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419
413

410
405

402
396 392

387 384 379

350

360

370

380

390

400

410

420

430

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

給水収益の予測
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（4）施設の見通し 
 給水人口が減少し、有収水量も減少傾向となります。また、次表の通り計画期間内に布設
後40年を経過する管路が発生します。計画期間10年間で発生する布設後40年経過管路
は累計で60km と総延長199km の約3割におよびます。管路経年化率が著しく増加しない
よう耐震化計画を策定し、ダウンサイジングを考慮した老朽管の更新、管路の耐震化を進めて
いく必要があります。 
 配水池等 機器設備  劣化状況 耐用年数 考慮   計画的 更新 進   く必
要があります。 

（5）組織の見通し 
今後、経年化した管路の更新や施設の更新を迎えることから事業量の増加が見込まれま
す。これに伴い、工務係で指導監督する職員の不足が懸念されます。また、料金徴収業務に
おいても滞納整理について人員が不足しています。しかしながら人員を増員するのは困難なた
め、料金窓口や滞納整理の民間委託、定年後の再雇用を含めた検討を継続していく必要が
あります。

6,833
3,317 2,396

8,201
6,408 5,784

8,171
6,061 6,927 5,9116,833
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27,155

32,939

41,110

47,171

54,098

60,009

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

計画期間内に布設後40年 経過  管路延長
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4.経営 基本方針 
 本町水道事業 2012年度 策定    水道        安定 安心 信頼 水
道事業 目指  基本理念      基本理念 基  安定  水 供
給 災害対策 充実 健全経営 持続 環境  配慮 達成     基本方針 

基本方針① 安定  水 供給 
役割 果    未更新 施設 劣化状況 法定耐用年数 考慮  機器

設備 関  更新計画 基  引 続 計画的 更新 行      

基本方針② 災害対策 充実 
将来     大震災等 災害 対   安定  給水 可能     今後 配水管 耐震化
行    災害 強 水道施設 構築 目指 信頼性向上 努   災害時

被害 軽減 給水 早期復旧   観点   災害対策 検討 着実 取 組   

基本方針③ 健全経営 持続 
水道事業 取 巻 社会情勢 町民        等 変化   水道事業 対  町民   
多様化      町民     把握 向上    親    水道事業 

目指   
今後 事業 安定  運営       給水工事施行基準等 各種      策定 

誰  事業 携   環境 整     技術 承継      

基本方針④ 環境  配慮 
環境保全   漏水量 削減 省     化 資源 有効利用等 取 組     自然流

化         有効利用 電力消費量 削減 二酸化炭素 排出抑制等 地球温暖化防止
寄与 今後 環境 配慮  事業運営 努 
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5.投資・財政計画（収支計画） 
（1）投資・財政計画（収支計画）：別紙のとおり 
 投資・財政計画の策定にあたっては、「安定・安心・信頼の水道事業を目指して」の基本理
念に基づき、安定的なサービス供給を継続するため下記の目標を設定しました。 
埋設管路（工事のみ）への投資額を毎年度１.3億円程度実施 
重点管路への十分な投資を計画的に実施するため、管路更新率を目標値とせず、毎年
の目標額を設定 
※ 管路更新率  当該年度 更新  管路延長／管路総延長   算定    
め、延長あたりの更新費用の安い小口径への投資の集中を誘発する可能性がありま
す。本町では、重点管路への十分な投資を行う計画があるため、管路更新率ではな
く投資額を設定しています。 

毎期利益を計上（黒字を確保） 
事業の継続上、施設管路の適切な更新投資が必要であり、毎期黒字を確保することが
必要 
資金残高を給水収益の200%程度を目安として維持 
災害等の突発的な有事に対応できるよう2年分の給水収益を確保することを設定 

(2) 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 
ⅰ 収支計画のうち投資についての説明
① 目標 
・ 投資の合理化を図りながら、計画的な老朽管の更新や管路の耐震化等を進めます。 
・ 埋設管路（工事のみ）への投資額を毎年度１.3億円程度実施 

② 説明 
管路経年化率や管路更新率が望ましい状態とはいえない現状も踏まえ、法定耐用年数

を経過した管路の大量更新期に対応した適切な更新や、機械・設備の更新に必要な費用
について、アセットマネジメントの考え方を踏まえ、次の「投資額（資本的支出）の試算」のと
おり試算しました。 
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また、防災・安全対策としても老朽管の更新と管路の耐震化に注力するため、計画的な更
新等を進めることで、管路の更新率の目標値の達成も目指します。 

ⅱ 収支計画のうち財源についての説明 
① 目標 
・ 毎期 黒字 確保
・ 資金残高を給水収益の200%程度を目安として維持 

②  説明 
・ 給水収益： 

給水収益（料金収入）は、有収水量の増減に比例すると仮定し、年間総有収水
量×供給単価にて推計しました。 

本町においては、人口減少が急激に進んでおり、2024年度には料金改定なしでは
損失を計上する予測となります。これを踏まえ、計画期間である2028年度までの資金
確保を考慮し、2024年度に13％、2026年度に13％の料金値上げを織り込みまし
た。料金改定を行うにあたっては、必要な時期に必要な改定幅をもって行うことで、町民
の皆様への急激な負担増加とならないように２段階での改定としました。 

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
施設整備 40 20 40 25 2 109 10 8 6 28

新規管路整備 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管路 水管橋更新 141 129 148 183 166 215 182 195 177 158
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今後においては、急激な人口減少による給水収益減少の影響の重大性を認識する一方で、
できる限り料金の値上げを抑止するよう検討を進めます。 

・ 企業債： 
期末資金残高として一定額の確保が必要であり、また、本町の企業債残高対給水

収益比率が類似自治体と比べ著しく低く、世代間負担の公平性の観点から、建設改
良に伴う財源の一部は企業債にて確保することとします。ただし、起債に伴い発生する
支払利息は経営目標である利益を圧迫するものであることから、その発生をできる限り
抑制するため、最低限必要な金額のみを発行するようにします。 

・ 期末資金残高： 
災害等の突発的な事象発生時にも事業運営を支障なく継続できるよう、期末での

資金残高について概ねその年度の給水収益の2年分を確保します。 
・ 補助金： 

県費補助金の継続が見込まれることから、過去3年間の平均値で見込んでいます。 
ⅲ  収支計画のうち投資以外の経費についての説明 
各費用は、下記のとおりで将来の発生額を見積もっています。その他の費用は、過去3年間
(2015年度から2017年度)の平均値で見込んでいます。 
・ 受水費： 
給水量に応じた受水量と承認基本水量の見込みから算出した額 

・ 減価償却費： 
2017年度までの既得資産の減価償却費の見込額と、2018年度以降に取得する資
産（管路・施設・物品等）の減価償却費の見込額を合算した額 

・ 企業債利息： 
既往債に係る支払利息と、2019年度以降の新規借入分に係る企業債残高に
0.45%の利息が発生するものとして見込んだ利息額を合算した額 

(3) 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 
ⅰ 投資についての検討状況等
① 水道広域化の検討  
厚生労働省の新水道ビジョンや水道事業基盤強化方策検討会、総務省による通知等
では、水道事業の広域化を含む基盤強化に向けた取組方針が示されています。 
本町水道事業は愛知県主導の広域化に向けた検討会に参加しており、最近の検討会
では次の主な取組を実施してきました。 
・ 愛知地域で一水道になった場合を想定したアセットマネジメントの実施 
・ 地域性と実効性を踏まえた広域化の効果が圏域全体に波及する実現方策の検討 
本町水道事業は引き続き検討会に参加し、広域化の可能性について検討を行っていき
ます。 
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② 配水池の統廃合等による施設規模のダウンサイジング 
本町の人口は急な減少傾向にあり、将来の事業経営環境は厳しいものとなっていきま
す。したがって、施設の統廃合による抜本的な対策が必要となることが想定されますが、配
水池の統廃合については、精度の高い水理計算・水需要予測等が必要となりますので、
慎重に検討していきます。 

③施設・設備の長寿命化 
管路については、2017度に策定した、『水管橋更新計画』を踏まえた上で、長寿命化を
図っていきます。また、配水池等の設備については、安易に全部を更新せず、部分更新を
検討していきます。 

ⅱ 投資以外の経費についての検討状況等 
① 官民連携の検討 
限られた職員数で今後の施設の老朽化に伴う大量更新事務に対応するため、将来的な
工事施工における官民連携についての可能性を模索していきます。 

   ② 委託料の圧縮 
工事施行に伴う実施設計を複数路線・複数年分合わせて、計画的に委託することによ
り、経費削減を図っていきます。 

   ③ 職員給与費の削減 
全庁的な職員配置計画を踏まえた上で、再任用職員・臨時雇用職員の配置が検討さ
れています。実施されれば、職員給与費の削減となりますが、人材育成・技能承継におい
て影響が懸念されます。 

6.経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 
本経営戦略は、計画期間を10年としています。 
今後の事後検証については、実績が計画から大きなかい離がないかを検証するとともに、このま

ま計画どおりに計画終了期間まで事業運営を行うことで良いかを検証する必要があります。 
毎期決算後の計画値と実績値の比較・検証により進捗管理を行い、著しいかい離があり、将

来も計画どおりに進まないことが判明した場合には、計画の見直しが必要となります。 
また、更新等に関しては、計画期間を10年と設定していますが、今後、本町水道事業を取り

巻く環境の変化を適時に反映するため、見直しの間隔を5年程度とし、広域化や民間活用等
 新  経営健全化 料金見直    財源確保 係 取組 具体化  場合等   て
は、その内容を追加し、投資・財政計画に反映します。 



投資・財政計画（収支計画）：前提条件

将来数値の考え方 参照
行政区域内人口（中長期財政計画推計値）に、2015年度及び2016年度の推計値と実績値との乖離率(△0.7%)を加味することで、人口予測を
行い、給水普及率（99.8%）を乗じて算定

「給水収益」シート、美浜町中長期財政計画報告書

1. 営業収益
(1) 給水収益 年間総有収水量*過去3年間の平均供給単価 「給水収益」シート、美浜町中長期財政計画報告書
(2) 受託給水工事収益 過去3年間の平均発生額
(3) その他営業収益 過去3年間の平均発生額

2. 営業外収益
(1) 受取利息 前期末資金残高*0.1%
(2) 長期前受金戻入益 既存分は、発生する減価償却費に応じて算定。新規分は各年度の補助割合（建設改良費／（負担金、他会計負担金、補助金）により算出）に応じて算定。 「 長期前受金戻入」シート、「減価償却費、4条支出（工事請負費、委託料）」シート
(3) 雑収益 過去3年間の平均発生額

3. 特別利益
(1) 過年度損益修正益 突発的なもののため、特別損失と相殺して期待値は０円と考える。
(2) 貸倒引当金戻入益 突発的なもののため、特別損失と相殺して期待値は０円と考える。

小計　(A) 収益
1. 営業費用
配水及び給水費 (1) 旅費 過去3年間の平均発生額

(2) 被服費 過去3年間の平均発生額
(3) 備消耗品費 過去3年間の平均発生額
(4) 燃料費 過去3年間の平均発生額
(5) 印刷製本費 過去3年間の平均発生額
(6) 通信運搬費 過去3年間の平均発生額
(7) 委託料 過去3年間の平均発生額
(8) 賃借料 過去3年間の平均発生額
(9) 手数料 過去3年間の平均発生額
(10) 修繕費 過去3年間の平均発生額に加えて、今後見込まれる修繕費を加味して算定 「投資計画③（設備更新・3条修繕費）」シート
(11) 路面復旧費 過去3年間の平均発生額
(12) 動力費 過去3年間の平均発生額
(13) 薬品費 過去3年間の平均発生額
(14) 材料費 過去3年間の平均発生額
(15) 消火栓補修費 過去3年間の平均発生額
(16) 量水器取替補修費 過去3年間の平均発生額
(17) 受水費 受水量、承認基本水量の見込みから算出 「 長期前受金戻入・受水費」シート
(18) 会費負担金 過去3年間の平均発生額
(19) 保険料 過去3年間の平均発生額
(20) 工事請負費 過去3年間の平均発生額

総係費 (21) 給料 過去3年間の平均発生額
(22) 手当 過去3年間の平均発生額
(23) 賞与引当金繰入額 過去3年間の平均発生額
(24) 賃金 過去3年間の平均発生額
(25) 法定福利費 過去3年間の平均発生額
(26) 法定福利費引当金繰入額 過去3年間の平均発生額
(27) 旅費 過去3年間の平均発生額
(28) 備消耗品費 過去3年間の平均発生額
(29) 印刷製本費 過去3年間の平均発生額
(30) 通信運搬費 過去3年間の平均発生額
(31) 委託料 過去3年間の平均発生額に加えて、今後見込まれる委託料を加味して算定 「業務係関連費用（固定資産購入費・委託費）」シート
(32) 手数料 過去3年間の平均発生額
(33) 賃借料 過去3年間の平均発生額
(34) 修繕費 過去3年間の平均発生額
(35) 会費負担金 過去3年間の平均発生額
(36) 保険料 過去3年間の平均発生額
(37) 貸倒引当金繰入額 見込めないため、0円と考える。
(38) 貸倒損失 見込めないため、0円と考える。
(39) 公課費 過去3年間の平均発生額

減価償却費 (40) 減価償却費 既存分は固定資産台帳より算出。新規の投資については、投資計画に基づき減価償却費を計算。 「減価償却費、4条支出（工事請負費、委託料）」シート
資産減耗費 (41) 資産減耗費 過去3年間の平均発生額
その他営業費用 (42) その他営業費用 過去3年間の平均発生額

2. 営業外費用
(1) 企業債利息 利率を0.45%とし、期首の企業債残高に乗じて算定 「償還利息・企業債償還金」シート
(2) 雑支出 過去3年間の平均発生額

3. 特別損失
(1) 過年度損益修正損 突発的なもののため、特別損失と相殺して期待値は０円と考える。
(2) 過年度水道使用量修正損 突発的なもののため、特別損失と相殺して期待値は０円と考える。
(3) 手当（賞与引当金繰入額） 平成26年度発生額は、新地方公営企業会計基準への移行単年度における影響であることから、平成29年度以降は発生しないと考える。
(4) 法定福利費引当金繰入額 平成26年度発生額は、新地方公営企業会計基準への移行単年度における影響であることから、平成29年度以降は発生しないと考える。
(5) 貸倒引当金繰入額 突発的なもののため、特別損失と相殺して期待値は０円と考える。

小計　(B) 費用
利益　(C)＝(A)－(B) 損益（損失：▲）

1. 負担金 過去3年間の平均発生額
2. 他会計負担金 過去3年間の平均発生額
3. 補助金 過去3年間の平均発生額
4. 企業債 40,000千円を上限に検討。 「償還利息・企業債償還金」シート

1. 建設改良費
(1) 給料 過去3年間の平均発生額
(2) 手当 過去3年間の平均発生額
(3) 法定福利費 過去3年間の平均発生額
(4) 旅費 過去3年間の平均発生額
(5) 備消耗品費 過去3年間の平均発生額
(6) 印刷製本費 過去3年間の平均発生額
(7) 委託料 投資計画に基づき委託料を算定 「減価償却費、4条支出（工事請負費、委託料）」シート
(8) 工事請負費 投資計画に基づき工事請負費を算定 「減価償却費、4条支出（工事請負費、委託料）」シート
(9) 固定資産購入費 投資計画に基づき固定資産購入費を算定 「業務係関連費用（固定資産購入費・委託費）」シート

2. 企業債償還金 既往債は償還スケジュールをもとに算定。新規発行については、据置期間2年を含む20年元金均等償還を条件とし算定。 「償還利息・企業債償還金」シート
3. 過年度返還金 過去3年間の平均発生額

※過去3年間：2015年度から2017年度の3年間を対象としている。

美浜町　給水人口（予測）(人）
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